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革の一環として取り上げている。

このように国のレベルで環境教育推進策が検討

される一方で都道府県レベルでも環境教育の教師

用手引きの作成が多くの教育委員会で取り組まれ

るなど、環境教育が教育行政の重点的課題の一つ

になりつつあるように見える。

ところで荻原・戸北（1998）が示すようにアメ

リカの環境教T｢行政は州レベルにおいても先進的

であり、［１本の都道府県レベルの環境教育行政と

比較することにより、教育行政の緊要な課題とな

１．はじめに

1998年の牧育課程審繊会袴申は、「各学校段階

・各教科等を通じる主な課題にINIする催本的考え

方」の項で国際化、情報化などと並ぶ亜点的な課

題として環境問題への対応をあげ、また「総合的

な学習の時11Ⅱ」でとりあげるべき「横断的・総合

的な課題」として環境を取り上げることを例示し

ている。また文部省の紋育改革プログラムではエ

コスクールの整備など、環境教了｢の推進を教育改

問い合わせ先〒381-12321と野１１J松代町西条４０６５１〔野山↓松代高等学校荻ljji彰
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表］施策についての調査項目l)つつある環境教育の振興に有益な示唆を与える

ことができると思われる。

州ごとの実態調盗はＲｕsky（1995)、DinsingeT

（1989）により行われている。一方、日本の環境

教育行政に対しても、高知大学環境孜行研究会

（1988）や渡部（1996）の調査がある。これらの

調査はある程度共通した調交項目はあるものの、

それぞれが独自の調査であるために日米を比較し

てそれぞれの国の特徴を抽出したり、日本の環境

教育行政がアメリカのそれから学ぶべき点を見出

すことは困難である。

そこで筆者は上述の調査を参考にした調査問題

を作成し、日本の都道府県レベルとアメリカの州

レベルの環境教育行政の同時調査を行い、環境教

育行政の比較検討を行った。

２．調査の方法

１調査対象

日本の全都道府県教育委員会及びアメリカ全州

の環境教育を所管する官庁（州教育局または自然

資源局）の環境教育担当者を対象として、アンケー

トを送付し、回答を依頼した。日本は38道府県か

ら、アメリカは34州から回答を得た．回収率は日

本が80.1％、アメリカが6896である。

＊日本での鋼査では（８）の質問は省略した。
*｡Ｈ本の調査では（９）は高等学校における科目の
投世を問うたIM1題となっている。

表２環境教育行政を進める上での問題点

２調査時期

1998年の５月に第１次調査を、回答のなかった

都道府県及び州に対して８月に第２次調査を同一

項目で行った。

３調査内容

都道府県・州の施策及び環境教育行政の抱える

問題点、各行政機関・団体間の協力関係の実態を

詞在した。

施策についての問いでは、表ｌに示す各項目に

ついてその実施の有艇を質問した。環境教fi:行政

の抱える問題点については表２に示す各頂目につ

いてその有驫を質問した。吉た、郁道府県敬育:委

員会または州教育局と他機関・団体との協力関係

についての問いでは、表3に示す各項ロについて

教行委１１会に対する行機11Ｕ・団体からの援助と、

教育委貝会からの各機関・団体への援助の有無を

記入するという形式で質問した。

舸査項目は日米とも基本的に同一であるが、初

環境教育ＶＯＬＩｌ－ｌ

(１）基本計画の簸定

(２）審縦会の設慨

(３）
環境教育を三ｌ２たる業務とする職員の配

置

(４）環境教育センターの設置

(５）他部局との述絡醐整会議の設fｌ

(６）教材の作成

(７）
教師やiIT町村教ｲ『委１１会用の指擦手引

きの作成

（８）＊
初等学校における環境教育を主たる目

的とした科目の設置

（９）＊＊
中等学校における環境教育を主たる目

的とした科目の設世

O）教、研修の突施

1）職Llの研修

2）カリキュラム開発への補助金の支出

3）教貝研修への補助金の支出

(141）
環境教育に使用する学校施設への補助

金の支{1１

(15）
環塊教frに使用する学校外施設への楠

助金の支出

(16）学校や教師への表彰

(17）環境教育に使用する学校外施設の設置

(１）環境牧育の定撰や目標が不明確

(２）
公正な立場で環境牧育を扱うことが{回

誰

(３）
カリキュラムが過密で環境教育にあて

る時I川が乏しい

(４）環境教育の教材が不足

(５）環境牧育に当てる予算が不足

(６）環境教育に便jUする学校施波が不足

(７）環境敬育に使用する学校外施設が不足

(８）
孜育委員会職貝の環境孜育にlＨ１する研

催が不足

(９）牧L=lの環境教育に|則する研修が不足

(10）環境教育行政に'1Ｉする↑ｶﾞ報が不足

(11）
他部局との環境教育政策の連絡iUM整が

不充分
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表３－１教育委員会と他の機関・団体の協力関係に関する調査項目(日本）

表３－２教育局と他の機関・団体の協力関係に関する調査項目(アメリカ）

等学校において環境教育を教える独立の科目をfｌ

いているかどうかをＩｌｌｊう調査項目は、日本の調究

問題からは桁いてある。またアメリカ向けの調盗

問題では中等学校において環境教育を教える独立

の科目が置かれているかどうかをllllう１１M題が日本

向けの調査1M]題では高等学校において独立の科目

がおかれているかどうかを問う問題となっている。

これは日本の場合、学習指導要領により教7『課程

が決められており、小中学校においては環境教7『

についての独立した科目が存在しないことは既知

のことであることによる。また環境教育に使用す

る学校外施股についての1111題については、施設名

も記してもらったが、その回答から見て都巡府UIL

・州によって問題文の解釈が腱なっていた可能性

があり、表には褐紋したが、分析から除外した。

一方、環境教fr行政の抱える問題点については、

アメリカでは学区における環境教育行政のIIB題点

を1111うたのに対して、日本では教育委貝会のレベ

ル（都道府県か市町村か）を特定しなかったので、

両匡lを一概には比較できない。しかし両国の大ま

かな傾向は把握できると考えられる。

３．調査の結果と考察

１環境教育に関する施策の現状

iiM盃結果は表`lに示す。数字は喪施している郁

道府県・州の数が回答した都道府県・ナ１１に占める

割合を示す。また傾向をわかりやすくするため、

割合が75％以上の場合は●、５０～7496の場合は。、

25～49％の場合は○の印を付記した。また有意鑑

のINIには両国の回答に有意差がある場合には有、

ない場合には窯と記してある。有意差の検定には

ｚ二乗検定を用い、５％水準で有意差を判定した。
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教材の提供 施設の提供 教員研修 職員の研修 補助金の支給 人材派遮 助言

文部省

現境庁

環境部局（祁道府県）

その他の部局（都近府M1）

1１ 町村

ｿ 学

』
Ｉ 民団体

産業界

その他

教材の提供 施設の提供 教員研修 職員の研修 補助金の支給 人材派過 助言

教育省

環境保護庁

街源部局（川）

その他の部局（ﾅH）

地方政府

大学

市民団体

髄業界

その他



アンケートjiﾙﾘ盃による日米の環境教か行政の比餃 〃

表４施策についての調責結果 表５環境教育行政を進める上での問題

○、◎、●の記号及び有意差の検定は、表５～９

においても同様である。

独立科目については日本とアメリカで投問力
ので、有意差の有無は記戦していない。

表６都道府県教育委員会への他機関・団体からの援助

露芝二
表７州教育委員会への他機関・団体からの援助
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日本 アメリカ 有恵差

基本計画 39.5○ 44.1Ｃ’

毎
軒

審識会 13.2

？
』

５

９’｡ イ

職貝 15.8 5８ ８． イ

環境教育センター ０ 楓 】○ イ

連絡調整会議 15.8 3５ ３○

金
銀

指導手引き 5０。 4７ １○

ｈ
》

教材 78.9● 5０◎ イ

教員研修 97.4● 76.5● イ

戦貝研修 7.9 1４．７

ｈ
“

補助金（カリキュラム） 10.5 35.3○ １

補助金（教員研修） 26.3○ 32.‘１○

撫
噸

補助金（学校施設） 1０．５ ５０◎ １

補助金(学校外施設） 5.3 38.2○ イ

表彰 7.9 20.6
鉦
》

独立ｆ;Ｉ目（初等学校） ｑＯ 8.8

独立科目（中等学校） 39.5○ ２６５○

問題点 日本 アメリカ 有愈差

定義など不明確 ２．６

■
０

●

３９
』 行

公正な立場が困難 2.6 ILS

曲
調

カリキュラムが過密 44.7○ 41.2○

曲
坪

教材不足 28.9○ 14.7 イ

予算不足 60.5◎ 70.6◎

§
鋤

学校施設不足 1８．４ 17.6

曲
辨

学校外施投不足 36.8○ 8.8 １

職員の研修不足 1０．５ 机.】○ イ

牧口の研修不足 52.6◎ 52.9..

毎
〈

行政に関する愉報不足 ５．３ ８．８

接
へ

連緒調整が不充分 3Ｌ６○ ８．８ ｲ『

教材 施設 教師教育 教員教育 資金 人材派迅 助言

文部省 ○３９．５ 7.9 ●８６．８ ◎５７．９ 23.7 2.6 ○２８．９

環境庁 ○３Ｌ６ 0 ２ ６ 2.6 0 0 7.9

環境部局 ◎７３．７ 23.7

｛
、 ３ 0 1０５ 1０．５ 1５．８

他の部局 ７．９ 105

（
’ ９ ０ 5.3 ２ ６ 0

市町村 0 1０．５

？
』

６

0 ０

９
】 ６ 0

大学 2.6 0 ７ ９ ０ 0 1３ ２ 2１．１

市民団体 0 0 ２ ６ ０ 0 ７ ９ ０

実業界 1０．５ ２．６

２

６ 0 ０ 1０

（
０ 2.6

その他 ○２８．９ 5.3

２

６ 0 2.6

？
』 ６ ０

教材 施設 教師教育 職員教育 資金 人材派週 助言

教77省 ○３３．３ 3.7 1８．５ 1１．１ 1８．５ ０ ○２５．９

環境庁 ◎６６

７ 【
Ｉ `Ｉ 1８ &） 1`1.8 ○４JＩ `１ ０ 3７

資源部局 ●８１

Ｐ
、 Ｃ‘５９ ３ '◎７４ ○２５．９ ○３３ ３ 1１．１ Ｃ５５．６

他の部局 ●９２ ６ ○２９ ６ ●８１

｛
ひ Ｍ､８ ○４０

｛
Ｉ ７．４ ◎６６

【
Ｉ

地方政府 1８

戸
、 2２

？
』 1４ ８ ０ ７ ４ ０ 1８ ５

学大

○４`Ｉ ４ ○３７ ◎５９ ３ 7.4

【
Ｉ ４ 3.7 ○３３ ３

市民団体 2２ ２ 1１．１ 2２ ２ 3.7 1１ ０ 1８

Ｐ
ひ

突繋界 ○２９ ６ ，，，
－￣■￣ 1４ ８ 7.4

？
】

２

２ ０ ワワ

？
』

その他 1`Ｉ ８ ３．７

【
Ｉ

ｄＩ ０ ３

【
ｊ
０ ０

ニ
ー

.’
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表８都道府県教育委員会による他機関・団体への援助

■了＝

闘壷■■■■ﾛI■■ローーーー■■■■□
匠好一一■■■ロー￣■■■ロー■■■■p
EZF可■-両■■■■ロー■■■■ﾛ■■■■ﾛＰ雨■￣而
魎元■￣■■■ロー■■■■ﾛ■■■■ﾛ■■■ロー
雨可Ｐ￣痢一■正ｍ－Ｐｍ一雨一
一一■■■ﾛ■■■■ﾛ■■■､■■■■ロー■■■■ロ
E詞~F■■■■■ﾛ■■■ﾛ■■■ﾛ■■■ﾛ■■■ローー
ー■■■ﾛ■■■ﾛ■■■ﾛ■■■ﾛ■■■■ﾛ■■■ﾛ■■■ロ
函一一■■■■ロー■■■■ﾛ■■■■ロ

表９州教育委回会による他機関・団体への援助

ＥＴ子を■丘TTF■■￣■囲雨■■〒■
歴刃■－－－■、－－－
ｍ記■Ｆ西用一一一一一一弓祠
FFT記■－－亟匝用■配國￣■■西■
忘可■■巫呵■雨■■呵序壺両■￣面一回＝面
厨子T■－－－－ｍ一ｍ■■ｍ
一Ｆ…祠■、■…祠■■祠■…祠■■－．
E祠-m＝-両一一一口画面■■－
厘西■￣■而守雨一口…■55回
－－■■■■Ｐ、。■、

全般にアメリカの方が各施策の実施率が高く、

６項目の施策において日本の実施率を有意に上回っ

ている。上回っている項目は審議会の股置、主と

して環境教育を担当する職員の配１m、環境教育セン

ターの設悩、カリキュラム開発への補助金の支出、

学校施設への補助金の支出であり、組織整附と補

助金においてアメリカが優越していることが分か

る。

一方、教材の開発や教風研修においては日本の

施策実施率がアメリカを有意に上回っており、ま

た指導手引きの作成や中等学校（日本の場合は高

等学校）における独立科目の設置についても日本

はアメリカと同水準であり、教員研修や教育内容

にかかわる施簸については日本はアメリカと同レ

ベルまたはそれを上回る水準に達していることが

分かる。

また教員研修（日本で97.4％、アメリカで76.5

％）は両国ともに他の施策に比して際立って実施

率が高い。

２現境教育行政を進める上での問題点

調査結果は表５に示す。ここから日本とアメ

リカでほぼ共通して意識されている問題点がわか

る。それは「環境教育にあてる予算が不足｣、「教

員の環境教育に側する研修が不足」「カリキュラ

ムが過密で環境教育にあてる時1111が乏しい」であ
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教材 施設 教師教育 職員教育 潤金 人材派遮 助言

文部省 ０ 0 7.9 2.6 2.6 2.6 ０

I､椀庁 ０ ０ ２ ６ 2.6 ０ 2.6 0

環境部局 13.2 ０ ７ ９ 0 0 13.2 ○３６．８

他の部局 ,５．３ 0 ２ ６ 0 ０ ０ 10.5

市町村 ○２６．３ 2.6 ｏ３１ ６ 2.6 15.8 13.2 23.7

大学 ２．６ ０ 0 ０ ０ 2.6 ０

市民団体 ０ ０ ０ ０ 0 2.6 2.6

実業界 0 ０ 0 ０ ０ ０ ０

その他 ２．６ ０ 2,6 ０ 0 2.6 ２．６

教材 施設 教師教育 職員教育 薊金 人材派遮 助言

教育省 14.8 3.7 11.1 14.8 3.7 3.7 18.5

環境庁 ○２９．６ ７ ４ 1８ ５ 14.8 ７ ４ ３ ７ ○２５．９

資源部局 ○３７ 1８ ５ ○２９ ６ ○３７ 1１ １ ７ ４ ◎５１．９

他の部局 ｏ４８．１ 1８ ５ ○４４ ４ ○４０．７ ○２９ ６ ７ '１ ◎６３

地方政府

２９
】

２ 1４ ８ 1８ ５ 1８ ５ 1４ ８ ３ ７ ○２９．６

大学 ０２９ ６ 1８ ５ ○２５ ９ ○２５ ９ ○２５ ９ ０ ０４８ １

市民団体 2２ ２ ７ ４ 1８ ５ 1４ ８ 1８ ５ ０ 2２ ２

実業界 2２ ２ 1４ ８ 1８ ５ 1４ ８ Ｍ ８ ０ ○３３ ３

その他 1１ ０ 1１ １ 1１ 】 1１ １ ０ 2２ ２



アンケート,JW奇による１J米の環境孜育行政の比較 4３

る。特に１１１２者は日米ともに過半数の都道府県・

州で問題点として考えられている。

一方、日米の違いを見ると、日本にくらべアメ

リカの方が比較的高い率で問題点だとしているの

は｢環境教育の定義や目標が不明確｣、「教育委員

会職貝の環境教育に関する研修が不足」であり、

日本の方が比較的高い率で問題点だとしているの

は「他部局との環境教育政策の連絡調整が不十分」

「環境教育の教材が不足」である。

庁（EnvironmenIaIProtectionAgcncy）であるこ

とによると思われる。

都道府県レベルでの行政機関との関係では日本

の場合、教材の作成について７割の教育委員会が

環境部局から援助を受けているが、それ以外のｌｌｌｌ

係はいずれもｌ／`1以下であり、薄弱である。アメ

リカにおいては自然資源部局あるいはその他の部

局（たとえば農務局（DepanmcntofAgricuIlurc）

など）から商率で援助を受けており、特に教材の

作成と教員研修、助言においてそれが著しい。

大学と都道府県・州教育委員会との関係を見る

と、アメリカでは教員研修では約６割、教材では

約４割の教育委貝会が大学から援助を受けている

のに対して、日本では、教育委貝会への助言を除

いてほとんど大学からの教育委貝会への援助は見

られず、日本に比してアメリカでは大学の果たす

役割が大きい。

全体的傾向としては、日本の都道府県教行委１１

会は、軟材など一部の分野については環境部局や

大学からも援助を受けているが、文部省への依存

度が高いのに対して、アメリカのＨ１教育委員会は

大学、自然資源部局、市民団体など多様な機関・

団体から教貝研修、資金、教材など多様な形で援

助を受けており、教育委員会と他の機関・団体と

のつながりがよ})深いことが分かる。

３教育委員会と他の諸機関・団体との協力関係

環境教育は自然保護教行、野外教育など広範な

分野を含むため、教材の開発、孜貝研修等におい

て教育委瓜会と他の行政機関や団体が相互の協力

関係を構築することが望ましい。ここでは都道府

県・州教育委員会と他の諸機関・団体との協力関

係の実態を綱在している。なおアメリカでは自然

安源局が環境教育行政を所管している場合がある。

この調査は他機関・団体との関係を調査するもの

であるため、日米で調査機関を等しくする必要が

あると考え、環境教育を所管する州レベルの行政

機関が自然資源局である場合はその州を分析から

除外している。したがってアメリカの回答は27州、

日本の回答は38道府県である。

（１）教育委員会への他機関・団体からの援助

ここでは日米の都道府県・Ｈ１教育委員会への他

機関・団体からの援助の突態を調査している。調

企結果を日米のそれぞれについて表６，７に示す。

なお表７，９に示す教育杓、環境保捜庁は連邦政

府の機関、資源部局、他の部局は州政府の機関で

ある。

まず国レベルの行政機関との関係を見ると、日

本では文部省との関係が深く、特に教員研修につ

いては９割近くの教TPr姿、会が文部竹からの援助

を受けている。一方、アメリカでは孜育省よりも

環境保護庁との関係が比較的深い。これは日本に

おいて初等中等教育における環境教fIfを所管して

いるのが文部省であるのに対して、アメリカでは

連邦レベルの環境教育を〃｢管しているのが教fi省

（Dcparlmcnto「Education）ではなく、環境保護

（２）他機関・団体への教育委員会の援助

ここでは[]米の都道府県・州教育委員会による

他機関・団体への援助の実態を調査している。調

査結果を日米のそれぞれについて表８，９に示す。

日米両国ともに教育委員会から他の機関・団体

への援助は他の機関・団体からの教育委員会への

援助に比して少なくなっているが、市町村に対し

ては都道府県・州からの援助が市町村からの援助

よりも多くなっている。これは都道府県・州が上

位の自愉体にあたるためであろう。

全般的に百うと、日本では市町村に対するもの

を除くと、他の機関への援助は環境部局への助訂

がやや目立つ程度で、それ以外の機関・団体へは

ほとんど行われていないのに対して、アメリカで

は教育委員会からの多様な援助が多様な機関に対

環境孜育voLIj-j
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センターという独自の、かなり大規模な教員研修

機側を持っているという違いが影瀞している可能

性はあるが、大学や都道府県の他部局は豊富な情

報と人的資源を抱えており、教員研修に際しての

協力関係をより一層榊築していくことが考慮され

るべきであろう。

第三に、両国共通の課題として予算の不足及び

教口研修の不足があげられることである。特に教

員研修については施策として実行されている率が

高いにもかかわらず、問題点と考えられている。

これは教員研修が並要でありながらも困難な課題

であり、いわば環境教育の成功を左右する要であ

ることを示唆しているものと考えられる

喰後に今後に残された研究上の課題について述

べておきたい。今回の調査は日米の環境教育行政

の全体的傾向を比較したものであるので、個別の

州や都道府県の詳細な動向は把握できない。今後

は日米の先進的地域の比較などより個別的事例に

即した研究が必要となってこよう。
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